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第１章．自治体職員アンケートの調査計画 

１．調査の目的 

 

共助研では、自治体へのアンケートなどを通して、集落支援に取り組む意思のある自治体

を抽出する。次に、自治体との協議により、集落支援に際して支援して欲しいことを探ると

ともに、ＧＩＳ活用した取り組みを行える可能性を探る。最終的には、自治体ニーズを踏ま

え、ＧＩＳ等技術を応用した提案を行うことを、活動方針に掲げている。 

今回のアンケート調査は、以上の活動方針を踏まえ、共助研のＰＲも兼ねながら、次ステ

ップの「自治体協議」の相手先候補の抽出の参考資料とするため、ＧＩＳを活用した自治体

支援の取り組みに対する自治体職員の意識や現状を把握することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ＧＩＳチームの活動の流れ 

 

２．調査の対象 

 

アンケートの回答者は、共助研メンバーの知人（自治体職員）から紹介いただいた集落支

援を担当する職員、紹介いただけない場合は知人本人を対象とした。 

 

自治体職員アンケート調査 

【今回の調査】 

次ステップの「自治体協議」の相手先候補の抽出の参考資料とする

ため、ＧＩＳを活用した自治体支援の取り組みに対する自治体職員

の意識や現状を把握することを目的とする。 

 

 

自治体との協議 

自治体意向に基づく 

ＧＩＳ等活用の提案検討 
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３．調査の方法 

調査の方法は、次の表のとおり。 

 

表 1 調査の方法 

 方          法 時    期 

調査票の作

成 

手順１：調査計画の立案 

手順２：ＧＩＳチームで調査票たたき台を作成する 

手順３：共助研メンバー内で意見交換を行い（メーリングリストを

活用）追加修正し、調査票を完成する 

平成 22 年７月～８月 

調査対象者

の選定 

手順１：共助研会員の知人がいる自治体をリストアップいただく 

手順２：ＧＩＳチームで自治体のダブりを調整し、調査対象とする

自治体を選定する 

平成 22 年８月 

（会員への依頼日 8/2） 

調査票等の

配布 

配布回収担当の共助研会員に一任する。相手先との調整により、郵

送、メール、fax など適宜決めてよい。 

平成 22 年８月 

（会員への依頼日 8/11）

回答 アンケート調査票に回答してもらうことを基本とするが、配布回収

担当の共助研会員がヒアリングして、記入しても良い。 

平成 22 年８月 

調査票の回

収 

配布回収担当の共助研会員に一任する。相手先との調整により、郵

送、メール、fax など適宜決めてよい。 

回収した調査票は、ＧＩＳチーム宛にメールで提出（fax 原稿はス

キャニング（原則 PDF） 

回収期限 

平成 22 年８月 31 日 

（最終受付 9/15） 

集計作業 ＧＩＳチームで集計を行う 平成 22 年９月 
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４．調査の内容 

調査の内容は、次の表のとおり。 

なお、実際に配布した調査票、添付資料は次頁以降に掲載したとおり。 

 

表 2 調査の内容 

問番号 調  査  内  容 

問１ 共助研の知名度を問う 

問２ 存続が危ぶまれる集落の有無を問う 

問３ 問２で「ある」と回答した場合 

存続が危ぶまれる集落への対策の有無を問う（自治体、自治体以外別に） 

問４ 集落の実態を把握するためにモニタリングしていることを問う 

問５ ＧＩＳを活用した集落の実態把握に対する取り組み状況、取り組み意向を問う 

問６ 問５で「実施している」と回答した場合 

ＧＩＳ活用上困っていることを問う 

問７ 問５で「今後取り組みたい」と回答した場合 

具体的なイメージがあるかを問う 

問８ 自由回答 
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【参考】配布資料 

（調査票１ページ） 
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（調査票２ページ） 
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（調査票３ページ） 
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（調査票４ページ） 
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（添付資料１ページ） 
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（添付資料２ページ） 
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第２章．自治体職員アンケートの調査結果 

１．配布回収の結果 

 

配布回収の結果は、配布対象者数が 31 人（職員の属する自治体数が 30 自治体）、回収数

が 27 人、回収率が 87.1％であった。 

 

表 3 配布対象職員の属する自治体と配布・回収人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県名 自治体名 配付 回収 担当者

福岡県 大牟田市 ○ ● 赤星

福岡県 久留米市 ○ ● 赤星

福岡県 八女市 ○ ● 波木

福岡県 筑紫野市 ○ ● 前田

福岡県 糸島市 ○ ● 前田

福岡県 宮若市 ○ ● 波木

福岡県 東峰村 ○ 木寺

佐賀県 佐賀市 ○ ● 平井

佐賀県 鳥栖市 ○ ● 赤星

佐賀県 鳥栖市 ○ ● 赤星

佐賀県 伊万里市 ○ 前田

佐賀県 松浦市 ○ ● 木寺

佐賀県 雲仙市 ○ ● 赤星

熊本県 菊陽町 ○ ● 平井

熊本県 芦北町 ○ ● 前田

熊本県 相良村 ○ ● 森脇

大分県 竹田市 ○ ● 波多野

大分県 杵築市 ○ ● 塚田

大分県 宇佐市 ○ ● 前田

大分県 豊後大野市 ○ ● 波多野

宮崎県 宮崎市 ○ ● 赤星

宮崎県 延岡市 ○ ● 波木

宮崎県 小林市 ○ ● 針貝

宮崎県 えびの市 ○ 針貝

宮崎県 高原町 ○ 針貝

宮崎県 西米良村 ○ ● 白石

宮崎県 諸塚村 ○ ● 木寺

宮崎県 椎葉村 ○ ● 波木

鹿児島県 薩摩川内市 ○ ● 赤星

鹿児島県 さつま町 ○ ● 赤星

鹿児島県 姶良町 ○ ● 森脇

配布対象職員数 31人

（配布対象自治体数

回収職員数 27人

（回収率 87.1%)

30自治体）
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２．集計結果 

 

（１）共助研の存在や活動内容の認知状況【問１】 

共助研の存在や活動内容については、「今まで全く知らなかった」が 85.2％となってお

り、まだまだ市町村職員の認知度が低いということを改めて認識する結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 共助研の存在や活動内容の認知状況 

 

85.2%

11.1%

0.0%

3.7%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

１.今まで全く知らなかった

２.名前は知っていた（聞いたことはあった）

３.GIS技術を活用した地域分析の取組を知っていた

４.活性化の事例等を収集・分析していることを知っていた

５.豊後大野市犬飼町の長谷地区で支援活動していること

を知っていた

６.その他

問１．共助研の存在や活動内容の認知状況
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（２）存続が危ぶまれる集落の有無【問２】 

存続が危ぶまれる集落の有無では、「ある」が 85.2％となっており、多くの市町村で存

続が危ぶまれる集落を抱えていることを見てとれる。 

なお、同じ市町村で「ある」と回答した職員、「ない」と回答した職員がいるなど、こ

の結果は回答いただいた職員の認識によるところが大きいということもうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 存続が危ぶまれる集落の有無 

 

１．ある

85.2%

２. ない

14.8%

無回答

0.0%

問２．存続が危ぶまれる集落の有無
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（３）存続が危ぶまれる集落への対応策【問３】 

 

（自治体が実施しているもの） 

存続が危ぶまれる集落への対応策のうち自治体が実施しているものは、「ない」が 30.4％、

「今はないが、考えや予定はある」が 30.4％、「ある」が 34.8％となっており、おおむね

３分の１ずつの結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 存続が危ぶまれる集落への対応策（自治体） 

 

選択肢２の自由回答 

・内部検討段階、開発許可制度の拡充 ex.50 戸連たん 

・古民家再生など、現在調査し課題・対策見直し中 

・農振地区により家が建てられない状況にある為、農振の除外や校区の区域変更等 

・いきいき集落支援事業（県補助事業）H22 年度は応募無し 

・地域応援隊等 

 

選択肢３の自由回答 

・空き家をデータベース化して紹介する「空き家バンク」をウェブサイトに設置 

・市として限界団地の調査を開始 

・対象集落民が拠点施設を中心に、特産品販売や農家レストランの運営を通して都市部からの観光誘客し、

交流や経済活動によって地域活性化に取り組む。 

・住民の結びつきが強い小学校区単位で集落を越えて支え合う、新たなコミュニティ組織の構築を推進して

いる 

・補助金を拠出 

・小規模集落対策事業（対象集落への応援隊の派遣等） 

・定住自立圏の調査 

１．ない

30.4%

２. 今はない

が、考えや予定

はある

30.4%

３. ある

34.8%

無回答

4.3%

問３．存続が危ぶまれる集落への対応策

（自治体が実施しているもの）
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（NPO など自治体以外が実施しているもの） 

存続が危ぶまれる集落への対応策のうちＮＰＯなど自治体以外が実施しているものは、

「ない」が 47.8％、「ある」が 21.7％となっており、自治体が実施しているものと比較す

ると、「ない」の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 存続が危ぶまれる集落への対応策（自治体以外） 

 

選択肢３の自由回答 

・住民の結びつきが強い小学校区単位で集落を越えて支え合う、新たなコミュニティ組織の構築を推進して

いる 

・集落営農の取組（軽量作物の集団導入、棚田保存活動など） 

・各地域毎に活動中 

・赤十字奉仕団等 

・チェーンソーアートレンジャー部隊（集落の活性化を目的に間伐材をチェーンソーで切ってオブジェを作

成し、集落へのアプローチ部に置いている） 

 

１．ない

47.8%

２. 今はない

が、考えや予定

はある

0.0%

３. ある

21.7%

無回答

30.4%

問３．存続が危ぶまれる集落への対応策

（NPOなど自治体以外で実施しているもの）
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（４）集落の実態を把握するためにモニタリングしていること【問４】 

集落の実態を把握するためにモニタリングしていることは、「集落単位の人口、世帯数

の推移の統計データ」が 85.2％と最も多く、「急傾斜地崩壊危険区域などの分布や、避難

路等確保の状況」が 74.1％、「森林や農地の管理の状況（耕作放棄地などの分布状況）」

が 70.4％と続く。 

実施している主体については、「職員」という回答が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 集落の実態を把握するためにモニタリングしていること 
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（５）集落の実態把握のために GIS 活用の意向【問５】 

集落の実態把握のためにＧＩＳ活用の意向については、「GIS を活用した取り組みを実

施している」が 14.8％、「今後、GIS を活用した取り組みを実施したい」が 11.1％となっ

ており、両者を合わせると約４分の１強の職員が、ＧＩＳ活用に前向きなとらえ方をして

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 集落の実態把握のために GIS 活用の意向 

 

選択肢１の自由回答 

・地積図のシステム管理 

・農業振興地域の整備に関する法律において定める農用地区域内の農用地の分布図 

・集落実態調査ではなく行政活用のための航空写真を利用した GIS を全庁的に利用を始めた 

・支所では取り組んでいないが、市では発注している業務があると思われる。どの分野について取り組んで

いるかは不明 

 

選択肢５の自由回答 

・興味はあるが、現在のところ実施予定はない  

・現在統合型 GIS を導入しているが、集落に関するものは行っていない 

・導入効果や経費等について検討している 

・GIS を使って都市情報を管理活用しているが、集落の取組については現時点では考えていない 

・GIS 使用しなくてもコミュニティがしっかりしており把握が出来ている 

・各課等で取り組んでいきたいが、費用の面でストップしている 

・WGで GIS を活用中。集落の実態把握は行っていない 

・住宅地図で対応可能 

１．GISを活用

した取り組みを

実施している

14.8%

２. 今後、GISを

活用した取り組

みを実施したい

11.1%

３. 特に実施し

ていないし、今

後も考えていな

い

25.9%

４. 興味はある

が、良くわから

ない

18.5%

５．その他

29.6%

無回答

0.0%

問５．集落の実態把握のためにGIS活用の意向
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（６）GIS を活用する上で困っていること【問６】 

ＧＩＳを活用していると回答した職員に聞いたところ、ＧＩＳを活用する上で困ってい

ることは、「費用面」が 75.0％、「管理面」が 50.0％であり、回答いただいた中ではこの

２点が困っていることに挙げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8  GIS を活用する上で困っていること 

 

0.0%

75.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１.特に困っていることはない

２.費用面（費用が適正かどうか判断できない、コストを抑

えたい 等）

３.人材面（専門スタッフが足りない、現有スタッフには知識

がない 等）

４.管理面（メンテナンスや更新がされていない 等）

５.その他

問６．GISを活用する上で困っていること
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（７）取り組みたい GIS 活用のイメージ【問７】 

今後ＧＩＳを活用したいと回答した職員に聞いたところ、「農地の一筆別所有者年齢別

の分布状況」が 33.3％、「地区別高齢化率の分布状況」が 33.3％であった。ただし、回答

いただいたのは２名と少数であり、例として示した活用以外の活用イメージを持たれてい

る方や、具体的なイメージがない方が多くいると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 取り組みたい GIS 活用のイメージ 
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例１.農地の一筆別所有者年齢別の分布状況

例２.地区別高齢化率の分布状況

例３.集落の環境容量の把握

問７．取り組みたいGIS活用のイメージ
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（８）自由回答【問８】 

自由回答欄に記入いただいた意見は、次の通り。 

 

表 4 自由回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
○全国7都市で老齢団地の対策方法を検討し、政府要望の予定
○GISの応用として都市施設情報（水路や道路）などに展開予定

2

過疎地の農村部と都市との連携につきましては、めざすテーマや求める互いの利益のベク
トルが同方向になって持続的に連携できるものと考えています。様々な素材や資源を活か
すことが出来るのか考えたり検討は行うものの決定打には至っていません。たぶんどの自
治体でも同じ考えだと推測しておりますが、今後さらに進展する少子化や過疎化に対応す
る政策は大切のことだと認識しております。

3 考えつきません
4 １つのベースがあり、各課で使用できるならばいいと思う
5 なし

6
農村地へ人を迎え入れることよりも、現在住まれている高齢者が不便なく暮らせるかだと考
えている。高齢者が抱える問題は、交通手段の不足が一番では。
合併してすぐでありＧＩＳの統合の問題有り。情報欲しい。今後もﾋｱﾘﾝｸﾞ可能

7

・緊急対応（パトライト）
・外とのつながりを持ちたくない
・今いる人の幸せのみを考える（山にかえす）
・10年前から取り組んでいる
・5300人でできることは自分たちでしている
・通信・交通→光ファイバーを引く（国補助）

8 特にありません


